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旭川市建設工事簡易型総合評価一般競争入札試行要領

（趣旨）

第１条 この要領は，旭川市が発注する建設工事に係る条件付き一般競争入札において，

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の10の２の

規定に基づき，価格及びその他の条件が最も有利なものをもって申込みをした者を落札

者とする入札方式（以下「総合評価一般競争入札」という。）を試行するにあたり，必

要な事項を定めることを目的とする。

２ この要領に定めのない事項については，旭川市条件付き一般競争入札実施要綱（以下

「一般競争入札要綱」という。），関係法令その他別に定める規定によるものとする。

（対象工事）

第２条 この要領において行う総合評価一般競争入札は，条件付き一般競争入札の対象と

なる工事のうち，次の各号のいずれかに該当するものとする。

(1) 入札者の施工能力，施工計画，社会性等（以下「施工能力等」という）と入札価格

を一体として評価することが妥当と認められる工事

(2) その他市長が特に必要と認める工事

（総合評価の方式）

第３条 この要領において行う総合評価一般競争入札とは次のいずれかの方式によるもの

とする。

(1) 簡易型 技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において，簡易な施工計画のほ

か，同種・同規模工事の施工実績や工事成績などの評価項目と入札価格を総合的に評

価する方式

(2) 特別簡易型 技術的な工夫の余地が小さい小規模な工事において，同種・同規模工

事の施工実績や工事成績などの評価項目と入札価格を総合的に評価する方式

(3) 地域貢献特別簡易型 技術的な工夫の余地が小さい小規模な工事において，同種・

同規模工事の施工実績や工事成績並びに災害復旧工事及び総合除雪維持業務などの評

価項目と入札価格を総合的に評価する方式

(4) 舗装特別簡易型 技術的な工夫の余地が小さい小規模な舗装工事において，同種・

同規模工事の施工実績や工事成績並びに主要機械の保有状況などの評価項目と入札価

格を総合的に評価する方式

（落札者決定基準）

第４条 政令第167条の10の2第3項に規定する落札者決定基準として，評価基準，評価の

方法，落札者決定の方法その他必要な基準を定めるものとする。

２ 落札者決定基準は，旭川市総合評価審査委員会（以下「審査委員会」という。）にお

いて決定するものとする。
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（評価基準）

第５条 評価基準として，別紙１に基づいて，入札者の施工能力等に係る評価項目及びそ

の配点を，対象工事の目的・内容等に応じて設定する。

（評価の方法）

第６条 評価は，評価基準に基づく点数（以下「技術評価点」という。）と入札者の入札

価格を基に，次の方法によって求めるものとする。

除算方式 標準点（100点）に技術評価点を加えたものを当該入札者の入札価格（消

費税相当額を除いた額。）で除す次式で得られた数値（以下「評価値」という。）によ

り行う。

ただし，入札価格が旭川市建設工事等低入札価格調査要領第３条に規定する調査基準

価格を下回る者については，次式中の「入札価格」を「調査基準価格」と読み替えて得

られた評価値によるものとする。

評価値＝（標準点＋技術評価点）／入札価格×１，０００，０００

（小数点第５位以下切り捨て）

（落札者の決定方法）

第７条 落札者は，次の各号に該当する入札者のうち，評価値の最も高い者とする。

(1) 予定価格の制限の範囲内でもって行われた入札であること。

(2) その他，入札公告等において定めた入札参加資格等をすべて満たしていること。

２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは，その中で最低の価格で入札した者を落

札者とする。

３ 落札者となるべき価格をもって入札した者が２人以上いる場合は，くじ引きにより

落札者を決定するものとする。

（学識経験者の意見聴取）

第８条 政令第１６７条の１０の２第４項及び地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令

第２９号）第１２条の４の規定に基づき，次の各号において，２人以上の学識経験者か

ら意見聴取を行う。

(1) 落札者決定基準を定めようとする場合 第４条に基づく落札者決定基準を定めるに

あたり留意すべき事項を聴取する。この場合において，当該落札者決定基準に基づい

て落札者を決定しようとするときに改めて学識経験者の意見を聴く必要があるかどう

かについて学識経験者の意見を聴くものとする。

(2) 落札者を決定しようとする場合，前号により落札者決定の際に改めて学識経験者の

意見聴取が必要とされた場合は，落札者決定に関し意見を聴取する。

（公告）

第９条 総合評価一般競争入札を行うときは，別紙２の標準公告例により公告するものと

する。その際，一般競争入札要綱で定める公告事項のほか，次の事項を入札公告により

周知するものとする。



- 3 -

(1) 当該入札を総合評価一般競争入札により実施する旨。

(2) 申請者の施工能力等を判定するための書類（以下「技術資料」という。）の提出に

関すること。

(3) 落札者決定基準に関すること。

(4) 総合評価に関する審査結果の公表に関すること。

(5) 技術評価点についての疑義照会に関すること。

(6) その他必要と認めること。

（入札の参加申請）

第10条 申請者は，次の各号に掲げる書類を市長が指定した日までに提出しなければなら

ない。ただし，第３号から第１０号については，公告により必要と定められた場合に限

る。なお，特別簡易型（地域貢献特別簡易型及び舗装特別簡易型を含む。）については

第３号及び第４号の提出を不要とする。

(1) 簡易型総合評価一般競争入札参加資格確認申請書（様式１）

(2) 資本関係・人的関係調書（様式２）

(3) 工程管理に係る技術的所見（様式３）

(4) 施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（様式４）

(5) 工事施工実績調書（総合評価用）（様式５）

(6) 配置予定技術者調書（総合評価用）（様式６）

(7) 企業施工能力確認調書（様式７）

(8) 地元業者活用計画書（様式８）

(9) 社会的貢献確認調書（様式１０）

(10) 共同企業体協定書

(11) その他必要と認める書類

（技術資料の評価）

第11条 技術評価点の決定に当たっては，審査委員会の審議を経るものとする。

２ 提出のあった技術資料について，評価項目への対応，施工の確実性等を評価し，あ

わせて記載事項の確認を行い，技術評価点を算出する。この場合において，必要に応

じて入札者に対して技術資料に関する説明を求めることができるものとする。

３ 技術資料の全部又は一部を提出しない場合，技術資料の全部又は一部に記載漏れが

あり適正な評価ができない場合，技術資料に虚偽の記載がある場合，技術資料のうち

簡易な施工計画の内容が不適切で確実な施工が困難と認められる場合その他技術資料

に関して適正な評価ができない場合，当該入札への参加を認めないこととする。

（入札結果の公表）

第12条 前条により落札者が決定した場合は，様式１５により公表を行うものとする。

（技術評価点に関する措置）

第13条 簡易な施工計画に関する事項について，評価した内容が受注者の責により満たさ
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れない場合は，旭川市競争入札参加資格者指名停止等措置要領による措置等の必要な処

置を講ずるものとする。

（悪質な行為に対する措置）

第14条 入札参加の申請書類に関して，提出した資料等に虚偽記載等明らかに悪質な行為

があると認められる場合には，旭川市競争入札参加資格者指名停止等措置要領に基づく

措置等の必要な措置を講ずるものとする。

（秘密の保持）

第15条 総合評価に関する審査結果を除き，この要領に基づき申請者から提出された資料

等は，公表しないものとする。

（苦情の申立て）

第16条 入札者のうち，技術資料の評価について不服があるものは，市長に対して評価に

ついての説明を求めることができる。

２ 前項の申立ては，入札結果の公表の翌日から起算して３日（旭川市の休日を定める条

令(平成５年旭川市条令第３号)第１条第１項に規定する本市の休日を除く。）以内に，

書面により，市長に対して行うことができるものとする。書面には，申立者の氏名及び

住所，申立の対象となる工事，不服のある事項及び不服の根拠となる事項について記載

することとする。

附 則

この要領は，平成20年９月８日から施行する。

附 則

この要領は，平成22年５月20日から施行する。

附 則

１ この要領は，平成22年８月20日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ この要領による改正後の旭川市建設工事簡易型総合評価一般競争入札試行要領の規定

は，施行日以降に行われる公告に係る入札について適用し，施行日前に行われた公告に

係る入札については，なお従前の例による。

附 則

この要領は，平成22年12月17日から施行する。

附 則

この要領は，平成23年４月27日から施行する。

附 則

この要領は，平成24年６月８日から施行する。

附 則

この要領は，平成25年５月20日から施行する。

附 則

この要領は，平成25年６月１日から施行する。



- 5 -

附 則

この要領は，平成26年６月20日から施行する。

附 則

この要領は，平成27年６月１日から施行する。

附 則

この要領は，平成28年６月６日から施行する。

附 則

この要領は，平成30年10月１日から施行する。

附 則

この要領は，令和２年５月12日から施行する。

附 則

この要領は，令和３年４月１日から施行する。

附 則

１ この要領は，令和３年５月１７日から適用するものとする。

２ 新型コロナウイルス感染症対策による影響を勘案し，当面の間，評価項目「主任（監

理）技術者の継続教育（ＣＰＤ（Ｓ））」の評価基準を緩和することとし，「様式６

（土木一式工事）※令和３年度からの特例措置用」の注４の推奨単位を基準とするもの

とする。

附 則

１ この要領は，令和４年５月１９日から適用するものとする。

２ 新型コロナウイルス感染症対策による影響を勘案し，当面の間，評価項目「主任（監

理）技術者の継続教育（ＣＰＤ（Ｓ））」の評価基準を緩和することとし，「様式６

（土木一式工事）※令和４年度からの特例措置用」の注４の推奨単位を基準とするもの

とする。



総合評価一般競争入札の標準日程

審査の日

通知の２日後

締切の２日後

入札の２日前

質問翌日

入札の前日

公表の３日後

締切の３日後

１４日

１１日

１日
（７日） （低入札価格調査）

７日
以内

対象工事の選定・落札者決定基準の決定

入札公告（落札者決定基準等の公表）

入札参加申請及び技術資料提出の受付締切

入札参加資格審査

入札

評定値の算出（落札予定者の決定）

落札者の決定・評価結果の公表

契約締結

総合評価審査委員会開催
学識経験者の意見聴取

総合評価審査委員会開催
学識経験者の意見聴取（必

要な場合のみ）

設計図書販売開始

設計図書販売締切

質問期限

質問回答

非落札理由説明要求締切

非落札理由回答

説明要求締切

説明要求回答

入札参加資格の決定選定部会開催

無資格者への通知

技術評価点の算出



評　価　項　目 評　価　基　準
技術
評価点

各工程の工期及び工事の手順が適切であり，優れた工夫が見
られる

3.0

一般的な記述にとどまっている 0.0

現地の環境条件（地形，地質，環境，地域特性等）を踏まえて
特に配慮すべき事項について適切に考慮されており，優れた
工夫が見られる

3.0

一般的な記述にとどまっている 0.0
あり 1.0
なし 0.0

施工実績が，本市発注の公共工事，又は，国若しくは他の地
方公共団体等発注の公共工事のうち，旭川市内において施工
された工事

1.0

施工実績が，国又は他の地方公共団体等発注の公共工事の
うち，旭川市外において施工された工事

0.5

施工実績が，上記以外の発注による工事（民間工事等） 0.0
９０点以上 4.5
８８点以上９０点未満 4.0
８６点以上８８点未満 3.5
８４点以上８６点未満 3.0
８２点以上８４点未満 2.5
８０点以上８２点未満 2.0
７８点以上８０点未満 1.5
７６点以上７８点未満 1.0
７４点以上７６点未満 0.5
６５点以上７４点未満（なしの場合を含む） 0.0
６５点未満 -1.0
ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１ 1.0
ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１ 0.5
なし 0.0
１級又は技術士 3.0
２級 2.0
なし 0.0
指定する団体の推奨単位以上を取得している。 2.0
指定する団体の推奨単位の２分の１以上を取得している。 1.0
上記以外 0.0
地元業者の活用率が９０％以上 5.0
地元業者の活用率が８０％以上９０％未満 4.0
地元業者の活用率が７０％以上８０％未満 3.0
地元業者の活用率が６０％以上７０％未満 2.0
地元業者の活用率が５０％以上６０％未満 1.0
地元業者の活用率が５０％未満 0.0
市内に本店あり 1.0
市内に営業所あり 0.5
両方ともなし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0

合計点 27.0

ＩＳＯの取得

消防団協力事業所表示制度の協力事業
所としての認定の有無

別紙１（簡易型）

総合評価落札方式評価基準（簡易型）

簡易な施工
計画

工程管理に係る技術的所見

施工上配慮すべき事項に係る技術的所見

企業の施工
能力

過去１０年間の同種・同規模工事の施工
実績の有無

公共工事の施工実績

旭川市発注工事（○○工）の過去２年間の
工事成績評定点の平均点
（ただし，対象とする２年度間に受注実績
があり，その評定結果が翌年度以降であ
るため平均点を算定する工事がない場合
は，さらに前年度の工事成績評定点の平
均点）

保護観察所での協力雇用主としての登録
の有無

配置予定技
術者の能力

主任（監理）技術者の保有する資格

主任（監理）技術者の継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）

地元業者活
用・地域精
通・社会的
貢献

地元業者の活用
（資材購入等を含む）

旭川市内に本店又は営業所の有無

旭川市との災害協定締結の有無

障がい者雇用の推進実績の有無

子育て支援・男女共同参画の推進実績の
有無



評　価　項　目 評　価　基　準
技術
評価点

あり 1.0
なし 0.0

施工実績が，本市発注の公共工事，又は，国若しくは他の地
方公共団体等発注の公共工事のうち，旭川市内において施工
された工事

1.0

施工実績が，国又は他の地方公共団体等発注の公共工事の
うち，旭川市外において施工された工事

0.5

施工実績が，上記以外の発注による工事（民間工事等） 0.0
９０点以上 4.5
８８点以上９０点未満 4.0
８６点以上８８点未満 3.5
８４点以上８６点未満 3.0
８２点以上８４点未満 2.5
８０点以上８２点未満 2.0
７８点以上８０点未満 1.5
７６点以上７８点未満 1.0
７４点以上７６点未満 0.5
６５点以上７４点未満（なしの場合を含む） 0.0
６５点未満 -1.0
ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１ 1.0
ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１ 0.5
なし 0.0
１級又は技術士 3.0
２級 2.0
なし 0.0
指定する団体の推奨単位以上を取得している。 2.0
指定する団体の推奨単位の２分の１以上を取得している。 1.0
上記以外 0.0
地元業者の活用率が９０％以上 5.0
地元業者の活用率が８０％以上９０％未満 4.0
地元業者の活用率が７０％以上８０％未満 3.0
地元業者の活用率が６０％以上７０％未満 2.0
地元業者の活用率が５０％以上６０％未満 1.0
地元業者の活用率が５０％未満 0.0
市内に本店あり 1.0
市内に営業所あり 0.5
両方ともなし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0

合計点 21.0

消防団協力事業所表示制度の協力事業
所としての認定の有無

別紙１（特別簡易型）

総合評価落札方式評価基準（特別簡易型）

企業の施工
能力

過去１０年間の同種・同規模工事の施工
実績の有無

公共工事の施工実績

旭川市発注工事（○○工）の過去２年間の
工事成績評定点の平均点
（ただし，対象とする２年度間に受注実績
があり，その評定結果が翌年度以降であ
るため平均点を算定する工事がない場合
は，さらに前年度の工事成績評定点の平
均点）

ＩＳＯの取得

保護観察所での協力雇用主としての登録
の有無

配置予定技
術者の能力

主任（監理）技術者の保有する資格

主任（監理）技術者の継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）

地元業者活
用・地域精
通・社会的
貢献

地元業者の活用
（資材購入等を含む）

旭川市内に本店又は営業所の有無

旭川市との災害協定締結の有無

障がい者雇用の推進実績の有無

子育て支援・男女共同参画の推進実績の
有無



評　価　項　目 評　価　基　準
技術
評価点

あり 1.0
なし 0.0

施工実績が，本市発注の公共工事，又は，国若しくは他の地
方公共団体等発注の公共工事のうち，旭川市内において施工
された工事

1.0

施工実績が，国又は他の地方公共団体等発注の公共工事の
うち，旭川市外において施工された工事

0.5

施工実績が，上記以外の発注による工事（民間工事等） 0.0
９０点以上 4.5
８８点以上９０点未満 4.0
８６点以上８８点未満 3.5
８４点以上８６点未満 3.0
８２点以上８４点未満 2.5
８０点以上８２点未満 2.0
７８点以上８０点未満 1.5
７６点以上７８点未満 1.0
７４点以上７６点未満 0.5
６５点以上７４点未満（なしの場合を含む） 0.0
６５点未満 -1.0
ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１ 1.0
ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１ 0.5
なし 0.0
１級又は技術士 3.0
２級 2.0
なし 0.0
指定する団体の推奨単位以上を取得している。 2.0
指定する団体の推奨単位の２分の１以上を取得している。 1.0
上記以外 0.0
地元業者の活用率が９０％以上 5.0
地元業者の活用率が８０％以上９０％未満 4.0
地元業者の活用率が７０％以上８０％未満 3.0
地元業者の活用率が６０％以上７０％未満 2.0
地元業者の活用率が５０％以上６０％未満 1.0
地元業者の活用率が５０％未満 0.0
市内に本店あり 1.0
市内に営業所あり 0.5
両方ともなし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
５件以上の実績あり 3.0
３件以上５件未満の実績あり 2.0
１件以上３件未満の実績あり 1.0
なし 0.0
総合除雪維持業務委託の履行実績あり（過去５年度） 3.0
総合除雪維持業務委託の履行実績あり（過去４年度） 2.5
総合除雪維持業務委託の履行実績あり（過去３年度） 2.0
総合除雪維持業務委託の履行実績あり（過去２年度） 1.5
総合除雪維持業務委託の履行実績あり（過去１年度） 1.0
なし 0.0

合計点 27.0

障がい者雇用の推進実績の有無

子育て支援・男女共同参画の推進実績の
有無

消防団協力事業所表示制度の協力事業
所としての認定の有無

別紙１（地域貢献特別簡易型）

総合評価落札方式評価基準(地域貢献特別簡易型）

企業の施工
能力

過去１０年間の同種・同規模工事の施工
実績の有無

公共工事の施工実績

旭川市発注工事（○○工）の過去２年間の
工事成績評定点の平均点
（ただし，対象とする２年度間に受注実績
があり，その評定結果が翌年度以降であ
るため平均点を算定する工事がない場合
は，さらに前年度の工事成績評定点の平
均点）

ＩＳＯの取得

保護観察所での協力雇用主としての登録
の有無

過去１０年間において，旭川市が災害復旧
工事を発注した直近５年度（５年度に満た
ない場合は該当年度）における当該工事
の施工実績

過去５年間における旭川市での総合除雪
維持業務の履行実績の有無

配置予定技
術者の能力

主任（監理）技術者の保有する資格

主任（監理）技術者の継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）

地元業者活
用・地域精
通・社会的
貢献

地元業者の活用
（資材購入等を含む）

旭川市内に本店又は営業所の有無

旭川市との災害協定締結の有無



評　価　項　目 評　価　基　準
技術
評価点

あり 1.0
なし 0.0

施工実績が，本市発注の公共工事，又は，国若しくは他の地
方公共団体等発注の公共工事のうち，旭川市内において施工
された工事

1.0

施工実績が，国又は他の地方公共団体等発注の公共工事の
うち，旭川市外において施工された工事

0.5

施工実績が，上記以外の発注による工事（民間工事等） 0.0
９０点以上 4.5
８８点以上９０点未満 4.0
８６点以上８８点未満 3.5
８４点以上８６点未満 3.0
８２点以上８４点未満 2.5
８０点以上８２点未満 2.0
７８点以上８０点未満 1.5
７６点以上７８点未満 1.0
７４点以上７６点未満 0.5
６５点以上７４点未満（なしの場合を含む） 0.0
６５点未満 -1.0
ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１ 1.0
ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１ 0.5
なし 0.0
自社雇用の技能者の配置が可能である。 1.0
上記以外 0.0
すべて自社で保有 1.0
アスファルトフィニッシャのみ自社で保有 0.5
なし 0.0
アスファルトプラントを所有している 1.0
なし 0.0
１級又は技術士 3.0
２級 2.0
なし 0.0
地元業者の活用率が９０％以上 5.0
地元業者の活用率が８０％以上９０％未満 4.0
地元業者の活用率が７０％以上８０％未満 3.0
地元業者の活用率が６０％以上７０％未満 2.0
地元業者の活用率が５０％以上６０％未満 1.0
地元業者の活用率が５０％未満 0.0
市内に本店あり 1.0
市内に営業所あり 0.5
両方ともなし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0
あり 0.5
なし 0.0

合計点 22.0

別紙１（舗装特別簡易型）

総合評価落札方式評価基準（舗装特別簡易型）

企業の施工
能力

過去１０年間の同種・同規模工事の施工
実績の有無

公共工事の施工実績

旭川市発注工事（○○工）の過去２年間の
工事成績評定点の平均点
（ただし，対象とする２年度間に受注実績
があり，その評定結果が翌年度以降であ
るため平均点を算定する工事がない場合
は，さらに前年度の工事成績評定点の平
均点）

ＩＳＯの取得

配置予定技
術者の能力

主任（監理）技術者の保有する資格

地元業者活
用・地域精
通・社会的
貢献

地元業者の活用
（資材購入等を含む）

旭川市内に本店又は営業所の有無

旭川市との災害協定締結の有無

障がい者雇用の推進実績の有無

子育て支援・男女共同参画の推進実績の
有無

消防団協力事業所表示制度の協力事業
所としての認定の有無

保護観察所での協力雇用主としての登録
の有無

自社雇用の技能者の配置

主要機械の自社保有の状況

アスファルトプラントの所有
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別紙２ （※・[ ]は選択要件）

（単体用）

標準公告例

旭川市告示第○○号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び第１６７条の１０の

２第６項並びに旭川市契約事務取扱規則（昭和３９年旭川市規則第２２号）第３条の規定

に基づき，[（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）]簡易型総合評価一般競争入札に

ついて次のとおり公告する。

令和 年 月 日

旭川市長 ○ ○ ○ ○

１ 入札に付する工事の内容

(1) 入 札 番 号 ○番

(2) 工 事 名

(3) 工 事 場 所

(4) 工 期 契約締結の日の翌日(21(4)を参照。)から令和○年○月○日まで

(5) 工 事 概 要 次のとおり

○○○

(6) 設 計 金 額 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

(7) 本工事は，旭川市建設工事簡易型総合評価一般競争入札試行要領（以下，「総合評

価要領」という。）に基づいて行う，価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札

者を決定する総合評価落札方式の工事である。なお，方式の種類は，総合評価要領第

３条に規定する[（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）]簡易型とする。

２ 入札参加資格

入札参加者は，次のすべての要件を満たしていること。

※(1) 旭川市における○○工事の入札参加資格が，○（○を除く。）等級に格付けされて

いること。【土木・建築・電気・管】

※(1) 旭川市における○○工事の入札参加資格を有していること。【上記以外の業種】

[(2) ○○工事に係る直近の総合評定値通知書の総合評定値が○○○点以上であるこ

と。]【選定委員会又は部会で決定】

(3) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札への参加を排除されて

いない者であること。

(4) 公告の日から入札執行日までのいずれの日においても，旭川市競争入札参加資格者

指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立

てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定，民事再生法にあっ

ては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等，経営状態が著しく

不健全である者でないこと。

(6) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。（資本関係・

人的関係については21(5)参照。）

※(7) 公告の日において，旭川市建設工事等競争入札参加資格者名簿に「１１市内」で登
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録されていること。

※(7) 公告の日において，旭川市建設工事等競争入札参加資格者名簿に「１１市内」，

「２２市外」又は「３２市外」（「２２市外」及び「３２市外」にあっては，旭川市

内の営業所が当該工事に対応する建設業許可を有していない者を除く。）で登録され

ていること。【選定委員会又は部会で決定】

[(8) 建設業法に規定する特定建設業の許可を受けた者であること。]【選定委員会又は

部会で決定】

[(9)本工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者又は[国家資格を有する]主

任技術者を工事現場に専任で配置できること。]【予定価格１億５千万円以上及び選

定委員会又は部会で決定】

[(10) 過去○年間（平成（令和）○年度以降）に本工事と同種で概ね同規模の工事（同

種・同規模については21(6)参照。）を元請として施工し完了した実績（共同企業体

による施工を含む。）を有する者であること。]【選定委員会又は部会で決定】

[(11) 工程管理又は（及び）施工上配慮すべき点に係る技術的所見が適切であること。]

３ 総合評価に関する事項

(1) 落札者の決定方法

ア 入札参加者は「価格」及び「企業の技術力」，「企業の社会性」をもって入札に

参加し，予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち，(2)総合評価

の方法によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者と

する。

ただし，低入札価格調査制度を適用する場合において，落札者となるべき者の入

札価格によっては，その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそ

れがあると認められるとき，又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すこととなるおそれがあって，著しく不適当であると認められるときは，予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち，評価値の最も高い者を

落札者とする。

イ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは，その中で最低の価格で入札した者を

落札者を決定する。

ウ 落札者となるべき価格をもって入札した者が２人以上いる場合は，くじ引きによ

り落札者を決定するものとする。

(2) 総合評価の方法【除算方式】

ア 評価値は，入札が無効でない者について，次の算式により算定する。

ただし，入札価格が旭川市建設工事等低入札価格調査要領第３条に規定する調査

基準価格を下回る者については，次式中の「入札価格」を「調査基準価格」と読み

替えて得られた評価値によるものとする。

評価値＝（標準点＋技術評価点）／入札価格×１，０００，０００

（小数点第５位以下切り捨て）

イ 標準点と技術評価点の配点は，次のとおりとする。

(ｱ) 標準点 １００点（２に規定する要件を満たす者に付す。）

(ｲ) 技術評価点 ○○点

ウ 技術評価点は，下記の評価項目を，４により提出された書類に基づいて点数化

し，それを合計して算出する。

(ｱ) 簡易な施工計画

(ｲ) 企業の施工能力

(ｳ) 配置予定技術者の能力
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(ｴ) 地元業者活用・地域精通・社会的貢献

(3) (2)ウの評価項目の詳細については，別紙１「総合評価落札方式評価基準」による。

[(4) 落札者の決定日

令和○年○月○日（○）までに落札者を決定し，その旨落札者に通知する。]【建設

工事総合評価審査委員会で決定】

４ 申請書及び資料の内容，提出期間並びに提出場所

この[（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）]簡易型総合評価一般競争入札に参

加を希望する者は，２に掲げる入札参加資格を有することを証明するため，又は，技術

評価項目の有無を明らかにするため，次のとおり申請書及び資料を提出し，市長から入

札参加資格の有無について，確認を受けなければならない。ただし，令和○年度に実施

した他の総合評価方式一般競争入札の申請において既に市長に提出済みの契約書写しな

どの添付書類がある場合は，それを省略することができるものとする。

なお，期限までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認められ

た者は，[（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）]簡易型総合評価一般競争入札に

参加することができない。

(1) 提出書類

ア 〔（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）〕簡易型総合評価一般競争入札参

加資格確認申請書（様式１）２部

イ 資本関係・人的関係調書（様式２）

[ウ 工程管理に係る技術的所見（様式３）]【特別簡易型，地域貢献特別簡易型及び

舗装特別簡易型は不要】

[エ 施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（様式４）]【特別簡易型，地域貢献特

別簡易型又は舗装特別簡易型は不要】

[オ 工事施工実績調書（総合評価用）（様式５）]【ＣＯＲＩＮＳ・契約書写し・完

成検査結果通知書写し等の写しを添付】]

[カ 配置予定技術者調書（総合評価用）（様式６）]【資格者証・監理技術者証・Ｃ

ＯＲＩＮＳ等の写しを添付】

[キ 企業施工能力確認調書（様式７）] 【ＩＳＯ認定証の写しを添付】

※［キ 企業施工能力確認調書（様式７）］【ＩＳＯ認定証の写し・自社雇用の技能者の

保険証・車検書・アスファルトプラントの所有を証明できる書面などを添付】

【舗装特別簡易型の場合】

[ク 地元業者活用計画書（様式８）

なお，本工事しゅん功時に地元業者活用報告書（様式９）を提出すること。］

[ケ 社会的貢献確認調書（様式１０）]【防災協定書・契約書等の写しを添付】

[コ ○○○○]【その他必要に応じて書類の名称を記載】

[なお，中小企業等協同組合法第３条に規定する組合にあっては，指示した提出書類のほ

かに指定する組合員名簿を提出すること。]

(2) 提出書類に関する留意事項

別紙２「評価基準に関する留意事項」を参照して作成すること。

(3) 提出期間 令和○年○月○日（○）から令和○年○月○日（○）までの旭川市の

休日を定める条例（平成５年旭川市条例第３号）第１条第１項に規定す

る本市の休日（以下「休日」という。）を除く，午前９時から午後５時

まで

(4) 提出場所 〒０７０－８５２５
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旭川市６条通９丁目

旭川市総務部契約課工事担当

電話 ０１６６－２５－９７０１

F A X ０１６６－２６－１３２３

(5) 提出方法 持参すること。（郵送又はファクシミリによるものは受け付けな

い。）

(6) 入札参加資格の確認

申請書及び資料を受理した者のうち，入札参加資格のない者には，令和○年○月○

日（○）までにその理由を記載した文書により通知する。【様式１１】

(7) 提出書類様式の入手方法

(4)において(3)の期間中無償で配布するほか，下記アドレスの旭川市総務部契約課

ホームページにおいてダウンロードできる。

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/files/keiyaku/index.htm

(8) その他

ア 申請書及び資料の作成及び提出に係る費用は，提出者の負担とする。

イ 市長は，提出された申請書及び資料を，入札参加資格の確認以外に提出者に無断

で使用しない。

ウ 提出された申請書及び資料は返却しない。

５ 入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

(1) 入札参加資格がないと認められた者は，その理由について，次に従い，書面（様式

は任意）により市長に対し説明を求めることができる。

ア 提出期限 令和○年○月○日（○）

イ 提出場所 ４(4)に同じ

ウ 提出方法 持参すること。（郵送又はファクシミリによるものは受け付けな

い。）

(2) 市長は，(1)の説明を求められたときは，令和○年○月○日（○）までに説明を求

めた者に対し書面により回答する。【様式１２】

６ 見積用設計図書の閲覧等

(1) 本工事に係る見積用設計図書は，次のとおり閲覧に供する。

ア 期間 令和○年○月○日（○）から令和○年○月○日（○）までの休日を除

く，午前８時４５分から午後５時１５分まで

イ 場所 ４(4)に同じ。

(2) 入札に参加しようとする者は，上記閲覧期間中，次の販売店で設計図書を購入する

こと。

販 売 店 旭川市○条通○丁目

○○

電 話 ０１６６－○○－○○○○

Ｆ Ａ Ｘ ０１６６－○○－○○○○

営業時間 午前○時○分から午後○時○分

定 休 日 毎週○曜日

(3) 購入方法

ア 別紙，設計図書購入申込書をファクシミリにより販売店に送付し，購入申込みを

すること。

イ 販売店から販売日時及び販売額について電話連絡があるので，指定された日時に
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設計図書購入申込書を持参し，販売店で購入すること。

ウ 購入時には，販売店から設計図書及び設計図書購入確認書を受領すること。（設

計図書購入確認書は入札時に使用するので保管しておくこと。）

なお，入札参加資格がないと認められたときであっても費用は返還しない。

(4) 設計図書に対する質問がある場合においては，次のとおり質疑応答書により提出す

ること。【様式１３】

ア 提出期限 令和○年○月○日（○）までの休日を除く，午前９時から午後５時

まで

イ 提出方法 ４(4)に電話連絡の上，ファクシミリにより提出すること。

(5) (4)の質疑応答書は，次のとおり閲覧に供するとともに，旭川市総務部契約課ホー

ムページにおいて公表する。【様式１４】

ア 閲覧期限 令和○年○月○日（○）までの休日を除く，午前８時４５分から午

後５時１５分まで

イ 閲覧場所 ４(4)に同じ。

７ 入札手続等

(1) 入札及び開札の日時 令和○年○月○日（○）午前［午後］○時○分

(2) 入札及び開札の場所 旭川市職員会館（旭川市９条通９丁目）

(3) 入札方法

※ア 入札書，設計図書購入確認書及び必要とされた場合の工事費内訳書を持参するこ

と。（郵送又はファクシミリによる入札は認めない。）

イ 会社名・氏名の入った氏名票を着用のうえ，入札指定時刻の１０分前までに受付

を終え，入札会場内で待機すること。

ウ 落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数を

切り捨てた金額）をもって落札価格とするので，入札者は，消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。

８ 入札の無効

この公告において示した入札参加資格のない者のした入札，申請書又は資料に虚偽の

記載をした者の入札，設計図書購入確認書及び工事費内訳書を提出しない者のした入

札，旭川市建設工事競争入札心得（総合評価用）において示した条件等入札に関する条

件に違反する者のした入札及び調査基準価格を下回って落札した者が当該落札に係る建

設工事の完成検査結果通知書の通知日までに行った調査基準価格を下回る入札は無効と

し，これらの無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消すこ

ととする。

また，市長により入札参加資格のある旨を確認された者であっても，確認の後旭川市

競争入札参加資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて入札時点において指

名停止を受けている期間中である者，その他，入札時点において２に掲げる資格のない

者のした入札は無効とする。

なお，設計金額を超える入札は失格とする。

９ 工事費内訳書の提出

(1) 旭川市工事費内訳書等提出要領により，入札書に記載される入札金額に対応した工

事費内訳書を指定する様式で作成し，入札書提出時に提出すること。
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(2) 提出された工事費内訳書は，返却しない。

10 契約条項を示す場所

４(4)の場所で閲覧に供するほか，下記アドレスの旭川市総務部契約課ホームページ

においても公表する。

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/files/keiyaku/index.htm

11 契約書作成の要否[等]

[(1)]契約書の作成を要する。

[(2) この工事は，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年旭川市条例第１４号）の規定により旭川市議会の議決に付さなければならな

い工事であるため，議会の議決を得た後に本契約を締結する。]【(2)～(3)予定価格

１億５千万円以上】

[(3) 落札者は，落札決定後令和○年○月○日（○）までに仮契約を締結しなければなら

ない。期間内に契約を締結しない場合は落札を取り消すものとする。]

12 入札保証金及び契約保証金

(1) 入札保証金 免除する。

(2) 契約保証金 見積もった契約金額の１０分の１以上の額を納付すること。[免除

する。］

13 支払条件

(1) 前 金 払 契約金額の４割以内に相当する額を行う。[しない。]

(2) 中間前金払 契約金額の２割以内に相当する額を行う。[しない。]

(3) 部 分 払 ○回以内行う。[しない。]

14 火災保険等付保の要否

要する。[要しない。]

15 落札者とならなかった者に対する理由の説明

(1) 落札者とならなかった者は，その理由について，次に従い，書面（様式は任意）に

より市長に対し説明を求めることができる。

ア 提出期限 令和○年○月○日（○）

イ 提出場所 ４(4)に同じ

ウ 提出方法 持参すること。（郵送又はファクシミリによるものは受け付けな

い。）

(2) 市長は，(1)の説明を求められたときは，令和○年○月○日（○）までに説明を求

めた者に対し書面により回答する。

16 入札の中止等

入札までの間にやむを得ない事由のため，当該工事の入札を延期又は中止することが

ある。

また，入札執行の際，入札者が１人以下の場合は，入札を中止する。

なお，中止となった場合でも，申請書及び資料の作成費用並びに設計図書の購入費用

は申請者の負担とする。



- 7 -

17 入札執行回数

１回とする。

18 低入札価格の調査

本工事は，旭川市建設工事等低入札価格調査要領に基づく調査対象工事である。

19 調査基準価格を下回る落札の取扱い

本工事は，旭川市建設工事低価格落札取扱要領の対象工事である。

20 債権譲渡承諾の取扱い

本工事は，「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度及び地域建

設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾等に関する取扱要領」の対象である。

21 その他

(1) 入札参加者は，旭川市契約事務取扱規則，旭川市建設工事等競争入札心得（総合評

価用）その他関係法令を遵守すること。

(2) 申請書及び資料に虚偽の記載をした場合は，旭川市競争入札参加資格者指名停止等

措置要領に基づく指名停止を行うことがある。

[(3) 本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０

４号）第９条に基づき分別解体等の実施が義務づけられた工事であるため，契約に当

たり再資源化等に要する費用，解体工事に要する費用，分別解体等の方法，再資源化

等をするための施設の名称及び所在地を契約書に記載する必要があることから，設計

図書等に記載された特定建設資材廃棄物の種類，搬出数量等を参考に再資源化等に要

する費用及び解体工事に要する費用を含めて見積った上で入札を行うこと。]

(4) １(4)でいう契約締結の日の翌日とは，その日が休日に当たるときは，休日を経過

した最初の日とする。

(5) ２(6)でいう資本関係又は人的関係とは，次のとおりである。

ア 資本関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし，子会社（会社法（平成１７年法律

第８６号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一

方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規

定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除

く。

(ｱ) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会

社の関係にある場合

(ｲ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

イ 人的関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし，(ｱ)については，会社の一方が更

生会社等である場合を除く。

(ｱ) 一方の会社の取締役が，他方の会社の取締役を現に兼ねている場合

(ｲ) 一方の会社の取締役が，他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生

法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

ア，イと同視し得る特定関係があると認められる場合

[(6) ２(10)でいう同種で概ね同規模とは，次のとおりである。
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ア 同種工事

○○工を含む土木一式工事

○以上の階数の鉄筋コンクリート造で延床面積○○㎡以上の建築一式工事

【選定委員会又は部会で決定。できるだけ具体的に記載する。】

イ 同規模工事

契約金総額が○○万円以上【選定委員会又は部会で決定】

(7) 落札者は，現場代理人，主任技術者及び監理技術者に係る継続雇用確認要領（以下

「雇用確認要領」という。）第４条から第６条までの規定に基づき，契約時に提出す

る現場代理人及び主任技術者等の経歴書（以下「経歴書」という。）に，契約日以前

３か月以上の雇用関係を確認できる次のいずれかの書類を添付すること。

ア 監理技術者資格者証（写し）

イ 健康保険被保険者証（写し）

ウ 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（写し）

エ 上記で確認することができない正当な理由がある場合は，その理由を記載した申

立書

なお，倒産による退職後再雇用された者の配置を規定する雇用確認要領第11条に該

当する場合は，上記アからエに代え，経歴書に次の書類を添付すること。

オ 雇用期間確認免除申立書

(8) 納税証明書の提出

契約締結手続きにあたって，落札者（共同企業体にあっては，全ての構成員）は，

旭川市長が落札日の属する年度の４月１日以降に交付した旭川市の市税に滞納のない

ことを確認できる納税証明書（写しを可とする。）を契約書に添えて提出すること。

上記の納税証明書により旭川市の市税に滞納のないことが確認できない場合は，落

札決定後に正当な理由がなく契約を辞退したものとみなし，契約を締結いたしませ

ん。

(9) その他，入札に関しての照会先

４(4)に同じ。



様式 添付書類

ＣＯＲＩＮＳの写し

契約書等の写し

ＩＳＯの取得 認定証の写し

主任(監理)技術者
の保有する資格

資格者証の写し

継続教育
（ＣＰＤ(Ｓ)）

ＣＰＤ受講証明
書の写し

協定書等の写し

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

ア 育児休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(3)

ア 介護休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(4)

別紙２（簡易型）

評価基準に関する留意事項（簡易型）

評価項目 留意事項

同種同規模工事とは○㎡以上の○○工のこと。

対象工事が１件の場合は評価点から０．５点減点する。

ＩＳＯ９００１，ＩＳＯ１４００１の取得の有無を確認。

保有する資格は○○施工管理技士，○○士（○○部門）とする。

継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）は指定する団体の取得単位とする。
※指定する団体は，配置予定技術者調書（様式６）記載のとおり。

Ａ　障がい者の雇用状況について報告義務のある企業

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

Ｂ　障がい者の雇用状況について報告義務のない企業
　　（常用労働者総数が障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第７項の規定による数未満の企業）

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

　障がいのある方を１人以上雇用していること。

(1)から(4）のいずれかの要件に該当していること。

育児休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

介護休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

簡易な施工計画

工程管理に係る
技術的所見

当該工事の施工に必要と考えられる各工程の工期を記入のうえ，工期短縮方法等，
技術的な工夫点があればそれを記入する。

3

施工上配慮すべ
き事項に係る技
術的所見

環境対策・品質管理・安全対策等，施工上配慮すべき点について，具体的な対策方
法を記入する（配慮点ついて具体的に指示する場合あり）。

4

過去１０年間の
同種・同規模工
事の施工実績の
有無

5平成○年度以降に元請として施工し完了した実績（共同企業体による施工を含む）
であること。
※旭川市内において施工された公共工事があれば優先して記入する。

旭川市発注工事
（○○工）の過去
２年間の工事成
績評定点の平均
点

当該工事と同一業種の工事で，平成○年度から平成○年度に完了し，旭川市総務
部契約課から評定結果の通知受けた工事を対象とする。
　対象とする２年度間に，旭川市総務部契約課から評定結果の通知を受ける対象と
なる工事を請け負っている場合で，評定結果の通知を受けた工事がないとき（しゅん
功年度が翌年度以降）は，さらに前年度（平成○年度）の評定結果を受けた工事を
対象とする。

7

配置予定技術者
の能力

6

※注意事項
・落札者決定後の配置予定技術者の変更については，変更後の技術者が当初の配
置予定技術者と同等以上の資格を有する者であること。

地元業者の活用
地元業者の活用（資材購入等を含む）について，活用率を記入する。
なお，本工事のしゅん功時に，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出すること。

8

旭川市内に本店
又は営業所の有
無

「市内に本店あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿
に「１１市内」で登録されている者をいう。

「市内に営業所あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名
簿に「２２市外」又は「３２市外」（旭川市内の営業所が当該工事に対応する建設業許
可を有していない者を除く。）で登録されている者をいう。

旭川市との災害
協定締結の有無

・公告日時点で締結していること。
・所属する協会等が本市と締結している場合も含む（災害協定には，本市からの「非
常事態に伴う除雪作業の協力について（依頼）」に基づく承諾を含む。また，協定書
等の写しのほか，協会等への所属を確認できる書類を添付のこと）。

10

障害者雇用状
況報告書の写し

　障害者の雇用の促進等に関する法律に定める方法で算定した障がい者の
雇用率が同法第43条第２項の規定による率を上回っていること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　従業員（常用労働者）総数が１００人以下の企業（旭川市内に本店又は支店
若しくは営業所等を有する企業）で，「次世代育成支援対策推進法」に基づく
一般事業主行動計画を策定し，北海道労働局へ届け出ていること。

一般事業主行
動計画策定・変
更届の写し

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の
写し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が１２０日を超える取得者がい
ること。

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の
写し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が４５日を超える取得者がいる
こと。

　出産や育児，介護を理由とした退職者の再雇用について制度を定めており，
旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に再雇用の実績
があること。　この場合，雇用とは，正規雇用した者であること。

制度内容を規定
した文書の写し

消防団協力事業
所表示制度の協
力事業所として
の認定の有無

・旭川市消防団協力事業所表示制度実施要綱に基づき表示証が交付されているこ
と。
・認定期間満了日が公告日以降となっていること。

10

認定通知書等
の写し

保護観察所での
協力雇用主とし
ての登録の有無

・法務省と厚生労働省の連携による「刑務所出所者等総合的就労支援対策」により，
北海道内の保護観察所に更生保護の協力雇用主として登録されていること。
・証明書は公告日の属する年度の４月１日以降のものであること。

10

協力雇用主証
明書の写し

企業の施工能力

地元業者活用・
地域精通・社会
的貢献

障がい者雇用の
推進実績の有無

10

子育て支援・
男女共同参画
の推進実績の
有無

10



様式 添付書類

ＣＯＲＩＮＳの写し

契約書等の写し

ＩＳＯの取得 認定証の写し

主任(監理)技術者
の保有する資格

資格者証の写し

継続教育
（ＣＰＤ(Ｓ)）

ＣＰＤ受講証明
書の写し

協定書等の写し

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

ア 育児休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(3)

ア 介護休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(4)

別紙２（特別簡易型）

評価基準に関する留意事項（特別簡易型）

評価項目 留意事項

同種同規模工事とは○㎡以上の○○工のこと。

対象工事が１件の場合は評価点から０．５点減点する。

ＩＳＯ９００１，ＩＳＯ１４００１の取得の有無を確認。

保有する資格は○○施工管理技士，○○士（○○部門）とする。

継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）は指定する団体の取得単位とする。
※指定する団体は，配置予定技術者調書（様式６）記載のとおり。

Ａ　障がい者の雇用状況について報告義務のある企業

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

Ｂ　障がい者の雇用状況について報告義務のない企業
　　（常用労働者総数が障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第７項の規定による数未満の企業）

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

　障がいのある方を１人以上雇用していること。

(1)から(4）のいずれかの要件に該当していること。

育児休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

介護休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

過去１０年間の
同種・同規模工
事の施工実績の
有無

5平成○年度以降に元請として施工し完了した実績（共同企業体による施工を含む）で
あること。
※旭川市内において施工された公共工事があれば優先して記入する。

旭川市発注工事
（○○工）の過去
２年間の工事成
績評定点の平均
点

当該工事と同一業種の工事で，平成○年度から平成○年度に完了し，旭川市総務部
契約課から評定結果の通知受けた工事を対象とする。
　対象とする２年度間に，旭川市総務部契約課から評定結果の通知を受ける対象と
なる工事を請け負っている場合で，評定結果の通知を受けた工事がないとき（しゅん
功年度が翌年度以降）は，さらに前年度（平成○年度）の評定結果を受けた工事を対
象とする。

7

配置予定技術者
の能力

6

※注意事項
・落札者決定後の配置予定技術者の変更については，変更後の技術者が当初の配
置予定技術者と同等以上の資格を有する者であること。

地元業者の活用
地元業者の活用（資材購入等を含む）について，活用率を記入する。
なお，本工事のしゅん功時に，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出すること。

8

旭川市内に本店
又は営業所の有
無

「市内に本店あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿に
「１１市内」で登録されている者をいう。

「市内に営業所あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿
に「２２市外」又は「３２市外」（旭川市内の営業所が当該工事に対応する建設業許可
を有していない者を除く。）で登録されている者をいう。

旭川市との災害
協定締結の有無

・公告日時点で締結していること。
・所属する協会等が本市と締結している場合も含む（災害協定には，本市からの「非
常事態に伴う除雪作業の協力について（依頼）」に基づく承諾を含む。また，協定書等
の写しのほか，協会等への所属を確認できる書類を添付のこと）。

10

障害者雇用状況
報告書の写し

　障害者の雇用の促進等に関する法律に定める方法で算定した障がい者の雇
用率が同法第43条第２項の規定による率を上回っていること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　従業員（常用労働者）総数が１００人以下の企業（旭川市内に本店又は支店
若しくは営業所等を有する企業）で，「次世代育成支援対策推進法」に基づく一
般事業主行動計画を策定し，北海道労働局へ届け出ていること。

一般事業主行動
計画策定・変更
届の写し

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の写
し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が１２０日を超える取得者がい
ること。

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の写
し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が４５日を超える取得者がいる
こと。

　出産や育児，介護を理由とした退職者の再雇用について制度を定めており，
旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に再雇用の実績が
あること。　この場合，雇用とは，正規雇用した者であること。

制度内容を規定
した文書の写し

消防団協力事業
所表示制度の協
力事業所として
の認定の有無

・旭川市消防団協力事業所表示制度実施要綱に基づき表示証が交付されているこ
と。
・認定期間満了日が公告日以降となっていること。

10

認定通知書等の
写し

保護観察所での
協力雇用主とし
ての登録の有無

・法務省と厚生労働省の連携による「刑務所出所者等総合的就労支援対策」により，
北海道内の保護観察所に更生保護の協力雇用主として登録されていること。
・証明書は公告日の属する年度の４月１日以降のものであること。

10

協力雇用主証明
書の写し

企業の施工能力

地元業者活用・
地域精通・社会
的貢献

障がい者雇用の
推進実績の有無

10

子育て支援・男
女共同参画の
推進実績の有
無

10



様式 添付書類

ＣＯＲＩＮＳの写し

契約書等の写し

ＩＳＯの取得 認定証の写し

主任(監理)技術者
の保有する資格

資格者証の写し

継続教育
（ＣＰＤ(Ｓ)）

ＣＰＤ受講証明
書の写し

協定書等の写し

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

ア 育児休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(3)

ア 介護休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(4)

過去１０年間に
おいて，旭川市
が災害復旧工事
を発注した直近
５年度（５年度に
満たない場合は
該当年度）にお
ける当該工事の
施工実績の有無

10

契約書等の写し

過去５年におけ
る旭川市での総
合除雪維持業務
の履行実績の有
無

10

契約書等の写し

別紙２（地域貢献特別簡易型）

評価基準に関する留意事項（地域貢献特別簡易型）

評価項目 留意事項

同種同規模工事とは○㎡以上の○○工のこと。

対象工事が１件の場合は評価点から０．５点減点する。

ＩＳＯ９００１，ＩＳＯ１４００１の取得の有無を確認。

保有する資格は○○施工管理技士，○○士（○○部門）とする。

継続教育（ＣＰＤ(Ｓ)）は指定する団体の取得単位とする。
※指定する団体は，配置予定技術者調書（様式６）記載のとおり。

Ａ　障がい者の雇用状況について報告義務のある企業

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

Ｂ　障がい者の雇用状況について報告義務のない企業
　　（常用労働者総数が障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第７項の規定による数未満の企業）

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

　障がいのある方を１人以上雇用していること。

(1)から(4）のいずれかの要件に該当していること。

育児休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

介護休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

令和（平成）○○年度，令和（平成）○○年度，令和（平成）○○年度，令和（平成）○
○年度及び令和（平成）○○年度に施工した，予定価格が１３０万円を超える○○工
事で，旭川市総務部契約課が発注した災害復旧工事（共同企業体による施工を含
む）を対象とする。

平成○○年度から令和○○年度に履行した，旭川市土木部が発注した総合除雪維
持業務委託を対象とする。
※構成員による履行を含む。

過去１０年間の
同種・同規模工
事の施工実績の
有無

5平成○年度以降に元請として施工し完了した実績（共同企業体による施工を含む）で
あること。
※旭川市内において施工された公共工事があれば優先して記入する。

旭川市発注工事
（○○工）の過去
２年間の工事成
績評定点の平均
点

当該工事と同一業種の工事で，平成○年度から平成○年度に完了し，旭川市総務部
契約課から評定結果の通知受けた工事を対象とする。
　対象とする２年度間に，旭川市総務部契約課から評定結果の通知を受ける対象と
なる工事を請け負っている場合で，評定結果の通知を受けた工事がないとき（しゅん
功年度が翌年度以降）は，さらに前年度（平成○年度）の評定結果を受けた工事を対
象とする。

7

配置予定技術者
の能力

6

※注意事項
・落札者決定後の配置予定技術者の変更については，変更後の技術者が当初の配
置予定技術者と同等以上の資格を有する者であること。

地元業者の活用
地元業者の活用（資材購入等を含む）について，活用率を記入する。
なお，本工事のしゅん功時に，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出すること。

8

旭川市内に本店
又は営業所の有
無

「市内に本店あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿に
「１１市内」で登録されている者をいう。

「市内に営業所あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿
に「２２市外」又は「３２市外」（旭川市内の営業所が当該工事に対応する建設業許可
を有していない者を除く。）で登録されている者をいう。

旭川市との災害
協定締結の有無

・公告日時点で締結していること。
・所属する協会等が本市と締結している場合も含む（災害協定には，本市からの「非
常事態に伴う除雪作業の協力について（依頼）」に基づく承諾を含む。また，協定書等
の写しのほか，協会等への所属を確認できる書類を添付のこと）。

10

障害者雇用状況
報告書の写し

　障害者の雇用の促進等に関する法律に定める方法で算定した障がい者の雇
用率が同法第43条第２項の規定による率を上回っていること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　従業員（常用労働者）総数が１００人以下の企業（旭川市内に本店又は支店
若しくは営業所等を有する企業）で，「次世代育成支援対策推進法」に基づく一
般事業主行動計画を策定し，北海道労働局へ届け出ていること。

一般事業主行動
計画策定・変更
届の写し

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の写
し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が１２０日を超える取得者がい
ること。

制度内容を規定
した就業規則，
労働協約等の写
し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が４５日を超える取得者がいる
こと。

　出産や育児，介護を理由とした退職者の再雇用について制度を定めており，
旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に再雇用の実績が
あること。　この場合，雇用とは，正規雇用した者であること。

制度内容を規定
した文書の写し

消防団協力事業
所表示制度の協
力事業所として
の認定の有無

・旭川市消防団協力事業所表示制度実施要綱に基づき表示証が交付されているこ
と。
・認定期間満了日が公告日以降となっていること。

10

認定通知書等の
写し

保護観察所での
協力雇用主とし
ての登録の有無

・法務省と厚生労働省の連携による「刑務所出所者等総合的就労支援対策」により，
北海道内の保護観察所に更生保護の協力雇用主として登録されていること。
・証明書は公告日の属する年度の４月１日以降のものであること。

10

協力雇用主証明
書の写し

企業の施工能力

地元業者活用・
地域精通・社会
的貢献

障がい者雇用の
推進実績の有無

10

子育て支援・男
女共同参画の
推進実績の有
無

10



様式 添付書類

ＣＯＲＩＮＳの写し

契約書等の写し

ＩＳＯの取得 認定証の写し

アスファルトプラ
ントの所有

所有を証明でき
る書面の写し

主任(監理)技術者
の保有する資格

6 資格者証の写し

協定書等の写し

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

ア 育児休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(3)

ア 介護休業制度について，就業規則，労働協約等に定めがあること。

イ

ウ

(4)

別紙２（舗装特別簡易型）

評価基準に関する留意事項（舗装特別簡易型）

評価項目 留意事項

同種同規模工事とは○㎡以上の○○工のこと。

対象工事が１件の場合は評価点から０．５点減点する。

ＩＳＯ９００１，ＩＳＯ１４００１の取得の有無を確認。

ロードローラ（マカダムローラ）及び振動ローラについては，どちらか一方の保有とす
る。

自社保有には長期リース（当該工事の工期を含む６か月以上）で確保している機械
を含む。

旭川市と周辺８町（鷹栖町，東神楽町，当麻町，比布町，愛別町，上川町，東川町，
美瑛町）の地域内に自社経営又は共同経営でアスファルトプラントを所有しているこ
と。
（共同経営とは，複数の企業が共同出資しているもの）

保有する資格は○○施工管理技士，○○士（○○部門）とする。

Ａ　障がい者の雇用状況について報告義務のある企業

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

Ｂ　障がい者の雇用状況について報告義務のない企業
　　（常用労働者総数が障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第７項の規定による数未満の企業）

(1)，(2)のいずれの要件も満たしていること。

　障がいのある方を１人以上雇用していること。

(1)から(4）のいずれかの要件に該当していること。

育児休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

介護休業制度について，次に掲げる要件のすべてを満たしていること。

過去１０年間の
同種・同規模工
事の施工実績
の有無

5平成○年度以降に元請として施工し完了した実績（共同企業体による施工を含む）
であること。
※旭川市内において施工された公共工事があれば優先して記入する。

旭川市発注工
事（○○工）の
過去２年間の工
事成績評定点
の平均点

当該工事と同一業種の工事で，平成○年度から平成○年度に完了し，旭川市総務
部契約課から評定結果の通知受けた工事を対象とする。
　対象とする２年度間に，旭川市総務部契約課から評定結果の通知を受ける対象
となる工事を請け負っている場合で，評定結果の通知を受けた工事がないとき（しゅ
ん功年度が翌年度以降）は，さらに前年度（平成○年度）の評定結果を受けた工事
を対象とする。

自社雇用の技
能者の配置

技能者とは，職長，オペレーター，アジャスターマン，レーキマンとし，それぞれ１名
以上､当該工事に従事することが出来る施工体制を評価する。

３か月以上の継
続雇用を確認で
きる書類

主要機械の自
社保有の状況

主要機械とは，アスファルトフィニッシャ，ロードローラ（マカダムローラ），振動ローラ
及びタイヤローラとする。

車検書又はリー
ス契約書の写し

配置予定技術者
の能力

※注意事項
・落札者決定後の配置予定技術者の変更については，変更後の技術者が当初の
配置予定技術者と同等以上の資格を有する者であること。

地元業者の活用
地元業者の活用（資材購入等を含む）について，活用率を記入する。
なお，本工事のしゅん功時に，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出すること。

8

旭川市内に本店
又は営業所の
有無

「市内に本店あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名簿
に「１１市内」で登録されている者をいう。

「市内に営業所あり」とは，公告日において，旭川市建設工事等入札参加資格者名
簿に「２２市外」又は「３２市外」（旭川市内の営業所が当該工事に対応する建設業
許可を有していない者を除く。）で登録されている者をいう。

旭川市との災害
協定締結の有
無

・公告日時点で締結していること。
・所属する協会等が本市と締結している場合も含む（災害協定には，本市からの
「非常事態に伴う除雪作業の協力について（依頼）」に基づく承諾を含む。また，協
定書等の写しのほか，協会等への所属を確認できる書類を添付のこと）。

10

障害者雇用状
況報告書の写し

　障害者の雇用の促進等に関する法律に定める方法で算定した障がい者の
雇用率が同法第43条第２項の規定による率を上回っていること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　旭川市内にある本店，支店等の事業所において，障がいのある方を現に雇
用していること。

　従業員（常用労働者）総数が１００人以下の企業（旭川市内に本店又は支
店若しくは営業所等を有する企業）で，「次世代育成支援対策推進法」に基づ
く一般事業主行動計画を策定し，北海道労働局へ届け出ていること。

一般事業主行
動計画策定・変
更届の写し

制度内容を規
定した就業規
則，労働協約等
の写し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が１２０日を超える取得者がい
ること。

制度内容を規
定した就業規
則，労働協約等
の写し旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に取得の実績

があること。

イの要件に該当する取得者のうち取得期間が４５日を超える取得者がい
ること。

　出産や育児，介護を理由とした退職者の再雇用について制度を定めてお
り，旭川市内にある本店，支店等の事業所において過去５年間に再雇用の
実績があること。　この場合，雇用とは，正規雇用した者であること。

制度内容を規
定した文書の写
し

消防団協力事
業所表示制度
の協力事業所と
しての認定の有
無

・旭川市消防団協力事業所表示制度実施要綱に基づき表示証が交付されているこ
と。
・認定期間満了日が公告日以降となっていること。

10

認定通知書等
の写し

保護観察所での
協力雇用主とし
ての登録の有無

・法務省と厚生労働省の連携による「刑務所出所者等総合的就労支援対策」によ
り，北海道内の保護観察所に更生保護の協力雇用主として登録されていること。
・証明書は公告日の属する年度の４月１日以降のものであること。

10

協力雇用主証
明書の写し

企業の施工能力

7

地元業者活
用・地域精通・
社会的貢献

障がい者雇用の
推進実績の有
無

10

子育て支援・
男女共同参画
の推進実績の
有無

10
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様式１(共同企業体用)

【（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）】簡易型総合評価一般競争入札

参加資格確認申請書

令和 年 月 日

(宛先)旭川市長

申請者

(共同企業体名)

共同企業体

代表者 住 所

商号又は名称

代表者氏名

構成員 住 所

商号又は名称

代表者氏名

構成員 住 所

商号又は名称

代表者氏名

入札番号 入札日

工事名

令和 年 月 日付けで入札公告のありました, 上記工事に係る競争入札参加資

格について確認されたく，次の書類を添えて申請します。

なお，入札参加資格のすべての要件を満たしていること，並びに本申請書及び添付書類

のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

添付書類名

資本関係・人的関係調書（様式２）

共同企業体協定書

工程管理に関する技術的所見（様式３）

施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（様式４） 旭川市受付印

工事施工実績調書(総合評価用)(様式５)

配置予定技術者調書(総合評価用)（様式６）

企業施工能力確認調書（様式７）

地元業者活用計画書(様式８)

社会的貢献確認調書(様式１０)

その他の書類

※この申請書は，申請書受理時に旭川市受付印を押印のうえ１部返却するので，必ず２部

（１部はコピー可）提出すること。
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様式１(単体用)

【（特別）・（地域貢献特別）・（舗装特別）】簡易型総合評価一般競争入札

参加資格確認申請書

令和 年 月 日

(宛先)旭川市長

申請者

住 所

商号又は名称

代表者氏名

入札番号 入札日

工事名

令和 年 月 日付けで入札公告のありました, 上記工事に係る競争入札参加資

格について確認されたく，次の書類を添えて申請します。

なお，入札参加資格のすべての要件を満たしていること，並びに本申請書及び添付書類

のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

添付書類名

資本関係・人的関係調書（様式２）

工程管理に関する技術的所見（様式３）

施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（様式４）

工事施工実績調書（総合評価用）（様式５） 旭川市受付印

配置予定技術者調書（総合評価用）（様式６）

企業施工能力確認調書（様式７）

地元業者活用計画書（様式８）

社会的貢献確認調書（様式１０）

その他の書類

※この申請書は，申請書受理時に旭川市受付印を押印のうえ１部返却するので，必ず２部

（１部はコピー可）提出すること。
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様式２

資本関係・人的関係調書

申請者名

申請日現在における，当社と他の旭川市建設工事等競争入札参加資格者間における資本

関係・人的関係は次のとおり相違ありません。

１ 資本関係又は人的関係 あり なし （どちらかに○印）

２ 資本関係に関する事項

① 会社法第２条第４号の規定による親会社

商号又は名称

② 会社法第２条第３号の規定による子会社

商号又は名称

③ 会社法第２条第４号の規定による親会社の他の子会社（自社を除く）

商号又は名称

３ 取締役の兼任の状況

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

役職 氏名 商号又は名称 役職

注１ １で「なし」に○印を記入した場合は，２及び３の欄に記入する必要はない。

２ 資本等で関係がある他の資格者を記載する場合は，旭川市建設工事等競争入札参加

資格を有している者のみを記入すること。

３ この様式は，申請者が共同企業体の場合は，各構成員ごとに作成すること。

４ 記入欄が足りないときは，適宜記入欄を追加して用いること。

５ 「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が

入札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。
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工
期

様
式
３

工
種

日
数

工
事
名

申
請
者
名

工
程
管
理
に
係
る
技
術
的
所
見

■
工
程
に
係
る
技
術
的
所
見

注
１
　
必
要
に
応
じ
説
明
図
表
を
添
付
す
る
こ
と
。

注
２
　
「
申
請
者
名
」
は
，
申
請
者
の
商
号
又
は
名
称
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
，
共
同
企
業
体
の
結
成
が
入
札
の
条
件
に
な
っ
て
い
る
場
合
に
は
共
同
企
業
体
の
名
称
も
併
せ
て
記
載
す
る

こ
と
。
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様式４

施工上配慮すべき事項に係る技術的所見

申請者名

工 事 名

施工上の配慮事項

配慮事項の対策方法

注１ 必要に応じ説明図表を添付すること。

２ 「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が

入札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。
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様式５

工事施工実績調書（総合評価用）

申請者名

受 注 者 名

工 事 名

工 発注機関名

事 施 工 場 所

名 契 約 金 額

称 年 月 日 から 年 月 日 から
工 期

等 年 月 日 まで 年 月 日 まで

受 注 形 態

工

事

概

要

注１ 公告において明示した工事の施工実績例（代表的なものを２件以内）について記載
すること。記載する工事のＣＯＲＩＮＳ（登録されていない場合は契約書及び完成検
査結果通知書）の写しを添付すること。

２ 「受注者名」は，受注実績が共同企業体の構成員としてのものである場合には当該
共同企業体の名称を記載すること。

３ 「施工場所」には，市町村名を記載すること。
４ 「受注形態」は，単体又は共同企業体（出資比率又は分担額）別を記載すること。
５ 旭川市内において施工された公共工事があれば，優先して記載すること。

※記載の優先順位（技術評価点の高い順位）
第１位～本市発注の公共工事，又は，国若しくは他の地方公共団体等発注の公共工

事のうち，旭川市内において施工された工事
第２位～国又は他の地方公共団体等発注の公共工事のうち，旭川市外において施工

された工事
第３位～上記以外の発注による工事（民間工事等）

６ 「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が
入札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。
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様式６（土木一式工事）※令和４年度からの特例措置用

配置予定技術者調書（総合評価用）

申請者名

配置予定技術者の氏名

最終学歴・経験年数

従 事 役 職

法令による資格・免許

継続教育の取得単位 団 (一社)全国土木施工管理技士会連合会 単位

（ＣＰＤ(Ｓ)） ((一社)北海道土木施工管理技士会)

体 (公社)土木学会 単位

名 (公社)日本技術士会 単位

注１「従事役職」には現場代理人，主任技術者等を記入すること。

２「法令による資格・免許」には１級○○士，１級○○施工管理技士，監理技術者等の

名称を入れ，当該免許の取得年月日，登録番号を記載すること。監理技術者について

は，監理技術者講習修了証の取得年月日，修了証番号も併せて記載すること。なお，

資格を証する書類の写しを添付すること。

３「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が入

札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。

４ 継続教育の取得単位を証明する資料として，ＣＰＤ（Ｓ）受講証明書の写しを併せ

て提出すること。評価対象の種類と推奨単位は次表のとおり。(令和４年５月現在)

団 体 名
推 奨 単 位

１年間 ２年間 ３年間 ４年間 ５年間

(一社)全国土木施工管理技士会連合会 10以上 20以上 30以上 50以上 70以上

(公社)土木学会 25以上 - - - -

(公社)日本技術士会 25以上 - 75以上 - -

① 推奨単位の１年間は，当該年度の前年度に取得した単位とする。

② 推奨単位の２年間以上は，必ず当該年度の前年度を含めた期間に取得した単位と

する。（２年間の場合，前々年度及び前年度の２年間）
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様式６（建築一式工事）

配置予定技術者調書（総合評価用）

申請者名

配置予定技術者の氏名

最終学歴・経験年数

従 事 役 職

法令による資格・免許

継続教育の取得単位 団 単位

（ＣＰＤ） 体

名 単位

注１「従事役職」には現場代理人，主任技術者等を記入すること。

２「法令による資格・免許」には１級○○士，１級○○施工管理技士，監理技術者等の

名称を入れ，当該免許の取得年月日，登録番号を記載すること。監理技術者について

は，監理技術者講習修了証の取得年月日，修了証番号も併せて記載すること。なお，

資格を証する書類の写しを添付すること。

３「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が入

札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。

４ 継続教育の取得単位を証明する資料として，ＣＰＤ受講証明書の写しを併せて提出

すること。

① 推奨単位は，各実績証明書発行団体の推奨単位とする。

② 評価対象の種類は，建築ＣＰＤ運営会議加入団体のＣＰＤを評価対象とする。

○建築ＣＰＤ運営会議加入団体

(公社)日本建築士会連合会，(一社)日本建築士事務所協会連合会，(公社)日本建築家協会，

(一社)日本建設業連合会，(一社)日本建築学会，建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会※，

(一社)日本建築構造技術者協会，(一財)建設業振興基金，(公財)建築技術教育普及センター

※建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会参加団体

(公社)空気調和・衛生工学会，(一社)建築設備技術者協会，(一社)電気設備学会，

(一社)日本設備設計事務所協会，(公財)建築技術教育普及センター

③ 推奨単位の１年間は，当該年度の前年度１年間とする。
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様式６

配置予定技術者調書（総合評価用）

申請者名

配置予定技術者の氏名

最終学歴・経験年数

従 事 役 職

法令による資格・免許

注１「従事役職」には現場代理人，主任技術者等を記入すること。

２「法令による資格・免許」には１級○○士，１級○○施工管理技士，監理技術者等の

名称を入れ，当該免許の取得年月日，登録番号を記載すること。監理技術者について

は，監理技術者講習修了証の取得年月日，修了証番号も併せて記載すること。なお，

資格を証する書類の写しを添付すること。

３「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が入

札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。
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様式７

企業施工能力確認調書

申請者名

工 事 名 完成年月 評定点

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

平均点

注１ 当該工事と同一業種の工事で，平成○○年度及び令和○○年度に完了し，旭川市総

務部契約課から評定結果の通知を受けた工事を記入のこと。

２ 平均点は少数第１位を四捨五入すること。

３ 調書作成の対象とする２年度間に，旭川市総務部契約課から評定結果の通知を受け

る対象となる工事を請け負っている場合で，評定結果の通知を受けた工事がないとき

（しゅん功年度が翌年度以降）は，さらに前年度（平成（令和）○○年度）の評定結

果を受けた工事を記入のこと。（手持ち工事がある場合には，３年度前の評定結果を

評価する。）

ＩＳＯの取得 ・ＩＳＯ９００１ （登録番号 ）

・ＩＳＯ１４００１（登録番号 ）

・なし

注１ 該当する項目に○をすること。

２ 認定証の写しを添付すること。

舗装特別簡易型の場合は，以降の項目も記入すること。

アスファルトプラント ・所有している

の所有 （所在地 ）

・所有していない

注１ 該当する項目に○をすること。

２ アスファルトプラントの所有を証明できる書面の写しを添付すること。
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自社雇用の技能者 ・ 次の技能者をそれぞれ１名以上，自社雇用で配置可能

の配置 職長 （氏名 ）

オペレーター （氏名 ）

アジャスターマン（氏名 ）

レーキマン （氏名 ）

・ 自社雇用で配置不可

注１ 該当する項目に○をすること。

２ 自社雇用で配置可能な場合は，氏名欄に記入すること。

３ 氏名欄に記入した者について，３か月以上の継続雇用を確認できる書類を添付する

こと。（保険証の写しなど）

主要機械の自社保有 自社保有している主要機械は次のとおり。

の状況 ・アスファルトフィニッシャ

・ロードローラ（マカダムローラ）又は振動ローラ

・タイヤローラ

・上記のいずれも自社保有していない。

注１ 該当する項目に○をすること。

２ 自社保有している場合は，車検書又はリース契約書の写しを添付すること。

※ 舗装特別簡易型について，施工段階で，アスファルトプラントの所有，自社雇用の技

能者の配置及び主要機械の自社保有の状況が，申請内容のとおり確認出来ない場合は，

旭川市工事成績評定要領に基づく工事成績評点の減点の対象とする。

※ 「申請者名」は，申請者の商号又は名称を記載することとし，共同企業体の結成が入

札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。
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様式８

地元業者活用計画書

申請者名

地元業者の活用率 本工事における，地元業者の活用計画は以下のとおり。

地元業者の活用率は ・ ９０％以上

（資材購入等を含む。）

・ ８０％以上９０％未満

・ ７０％以上８０％未満

・ ６０％以上７０％未満

・ ５０％以上６０％未満

・ ５０％未満

本工事のしゅん功時には，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出します。

注１ 該当する項目に○をすること。

２ 地元業者とは，本工事の公告日において旭川市内に本店を有する者であること。

３ 活用率は以下の算式により，小数点以下を切り捨てた整数によること。
*① *②

活用率＝（地元業者の元請施工金額 ＋ 地元業者の下請施工金額の合計） ×100
*③
元請金額（請負金額）

①「地元業者の元請施工金額」とは，元請業者が地元業者である場合に，自ら施工

する金額（購入する資材等を除く。）と，元請業者が購入する資材等のうち，地

元業者から購入する金額の合計（元請業者が資材等を地元業者以外から調達する

場合は，元請施工金額に算入しない。）

②「地元業者の下請施工金額の合計」とは，元請業者が地元業者と下請契約（一次

下請）をする金額の合計

③「元請金額（請負金額）」とは，旭川市と契約しようとする金額（税込）

４ 本工事のしゅん功時に，「地元業者活用報告書」（様式９）を提出すること。

５ 地元業者活用報告書により確認される活用率が地元業者活用計画書より下回る場

合は，その理由について文書による説明を求めるとともに，旭川市工事成績評定要

領に基づく工事成績評点の減点の対象とする。
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様式９

地元業者活用報告書

請負人

工事名：

地元業者の活用率 本工事における，地元業者の活用結果は以下のとおり。

地元業者の活用率： ％

（資材購入等を含む。）

［内訳］

地 元 業 者 の 元 請 施 工 金 額 円

（う ち 資 材 購 入 等 の 金 額 円）

地元業者の下請施工金額の合計 円

元 請 金 額 （ 請 負 金 額 ） 円

注１ 地元業者とは，本工事の公告日において旭川市内に本店を有する者であること。

２ 活用率は以下の算式により，小数点以下を切り捨てた整数によること。

*① *②

活用率＝
（地元業者の元請施工金額 ＋ 地元業者の下請施工金額の合計）

×100
*③
元請金額（請負金額）

①「地元業者の元請施工金額」とは，元請業者が地元業者である場合に，自ら施工

した金額（購入した資材等を除く。）と，元請業者が購入した資材等のうち，地

元業者から購入した金額の合計（元請業者が資材等を地元業者以外から調達する

場合は，元請施工金額に算入しない。）

②「地元業者の下請施工金額の合計」とは，元請業者が地元業者と下請契約（一次

下請）をした金額の合計

③「元請金額（請負金額）」とは，旭川市との契約金額（税込）

３ 地元業者活用報告書により確認される活用率が地元業者活用計画書より下回る場

合は，その理由について文書により説明を行うこと。また，この場合，旭川市工事

成績評定要領に基づく工事成績評点の減点の対象とする。
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様式１０

社会的貢献確認調書

申請者名

旭川市との災害協 ・あり（協定名 ）
定締結の有無 ※協定書の写しを添付（災害時の応急対策の協定を含む。)

・なし

障がい者雇用の推 ・あり
進実績の有無 Ａ 障がい者の雇用状況について報告義務のある企業

ア 常用労働者総数 人 （障害者雇用状況報告書の記載数）
イ 障がい者の雇用率 ％ （障害者雇用状況報告書の実雇用率の値）
ウ 雇用されている方の住所及び手帳の種類
住所 （ ）
種類（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳）
※障害者雇用状況報告書の写しを添付

Ｂ 障がい者の雇用状況について報告義務のない企業
（常用労働者総数が障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第７項の規定による数未満の企業）

ア 常用労働者総数 人（公告日現在の状況）
イ 障がい者の雇用人数 人（公告日現在の状況）
ウ 雇用されている方の住所及び手帳の種類
住所 （ ）
種類（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳）

・なし

子育て支援・男女 ・あり
共同参画の推進実 (1) 次世代育成支援に係る一般事業主行動計画の策定
績の有無 ・策定している（北海道労働局へ届け出ていること。）

※一般事業主行動計画策定・変更届の写しを添付
(2) 育児休業制度

過去５年間の取得状況 男性 人 女性 人
取得期間が１２０日を超える方の取得日数 日

(3) 介護休業制度
過去５年間の取得状況 男性 人 女性 人
取得期間が４５日を超える方の取得日数 日

(4) 出産や育児，介護を理由とした退職者の再雇用制度
過去５年間の採用状況 男性 人 女性 人

※(2)～(4)制度内容を規定した就業規則，労働協約等の写しを添付
・なし

消防団協力事業所 ・あり（※認定通知書等の写しを添付）
表示制度の協力事 認定期間 年 月 日～ 年 月 日
業所としての認定 ・なし
の有無

保護観察所での協 ・あり（※協力雇用主証明書の写しを添付）

力雇用主としての 登録年月日 年 月 日（以降継続）
登録の有無 ・なし
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地域貢献特別簡易型の場合は，以降の項目も記入すること。

過去１０年間にお ・あり（工事名 ）
いて，旭川市が災 （施工年度 年度）
害復旧工事を発注
した直近５年度 （工事名 ）
（５年度に満たな （施工年度 年度）
い場合は該当年
度）における当該 （工事名 ）
工事の施工実績 （施工年度 年度）

（工事名 ）
（施工年度 年度）

（工事名 ）
（施工年度 年度）

・なし

過去５年間におけ ・あり（業務名 ）
る旭川市での総合 （履行年度 年度）
除雪維持業務の履
行実績の有無 （業務名 ）

（履行年度 年度）

（業務名 ）
（履行年度 年度）

（業務名 ）
（履行年度 年度）

（業務名 ）
（履行年度 年度）

・なし

注１ 該当する項目に○をすること。

２ 災害復旧工事及び総合除雪維持業務の施工（履行）実績がある場合は，契約書等の

写しを添付すること。
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様式１１

旭契第 号

令和 年 月 日

様

旭川市長

総合評価一般競争入札参加資格等確認結果通知書

あなたから申請のあった工事に係る入札参加資格について，次のとおり確認結果を通知

します。

入 札 公 告 日 令和 年 月 日

工事名

入札参加資格の 無

有無

入札参加資格が

ないと認めた理

由

注 資格がないと通知された方は，市長に対して資格がないと認めた理由について，説明

を求めることができます。

この説明を求める場合は令和 年 月 日までに旭川市総務部契約課工事担当

にその旨を記載した書面（様式自由）を提出してください。
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様式１２

旭契第 号

令和 年 月 日

様

旭川市長

入札参加資格に係る理由説明書

下記工事において，入札参加資格がないとした理由について，次のとおり説明しま

す。

工 事 名

（理由）
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様式１３

(質問用）

質 疑 応 答 書

（宛先）旭川市長

（電話番号 0166-25-9701）

（FAX番号 0166-26-1323） 住 所

商号又は名称

代表者氏名

質問年月日 令和 年 月 日

工 事 名

質 疑 事 項 回 答 事 項
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様式１４

（回答用）

質 疑 応 答 書

令和 年 月 日

旭川市長

次の工事に係る設計図書について質問があったので回答する。

工 事 名

質 疑 事 項 回 答 事 項

質問年月日 令和 年 月 日



様式１５

入札番号

失格判断基準

【評価基準】

【技術評価点】

【総合評価結果】

※1評価値は小数点第５位以下を切り捨てする。　※2評価値算出金額は入札金額であるが，評価基準価格を下回った場合は調査基準価格となる。

【総合評価方式で行った理由】

総合評価の結果

入札日 工事名 設計価格（税抜き） 入札方式

調査基準価格

企業の施工能力 配置予定技術者の能力 地元業者活用・地域精通・社会的貢献

配点

企業の施工能力 配置予定技術者の能力 地元業者活用・地域精通・社会的貢献

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

評価項目
技術評価点配
点企業の実績の

有無
公共工事の施
工実績

工事成績評定
点の平均点

ＩＳＯの取得
自社雇用の
技能者の配
置

自社機械の自
社保有の状況

アスファルトプ
ラントの所有

主任（監理）技
術者の保有資
格

継続養育
（ＣＰＤ(S)）

地元業者の活
用

本店・営業所
所在地

災害協定締結
の有無

障がい者雇用
の推進実績の
有無

子育て支援・
男女共同参画
の推進実績の
有無

消防団協力事
業所表示制度
の協力事業所
としての認定
の有無

保護観察所で
の協力雇用主
としての登録
の有無

災害復旧工事
の施工実績の
有無

総合除雪維持
業務の履行実
績の有無

申請者
技術評価点合
計　　（A）

備考
企業の実績の
有無

公共工事の施
工実績

工事成績評定
点の平均点

ＩＳＯの取得
自社雇用の
技能者の配
置

自社機械の自
社保有の状況

アスファルトプ
ラントの所有

主任（監理）技
術者の保有資
格

継続養育
（ＣＰＤ(S)）

地元業者の活
用

本店・営業所
所在地

災害協定締結
の有無

障がい者雇用
の推進実績の
有無

子育て支援・
男女共同参画
の推進実績の
有無

消防団協力事
業所表示制度
の協力事業所
としての認定
の有無

保護観察所で
の協力雇用主
としての登録
の有無

災害復旧工事
の施工実績の
有無

総合除雪維持
業務の履行実
績の有無

入札者 入札金額（税抜き）　　（B）
評価値算出金額（税抜き）

（B'）※2

標準点（100）
＋技術評価点
（100+A=C）

評価値 （C/B'
×1,000,000）※

1
摘要 備考


